
横浜市衛生研究所の沿革 

 
 

昭和31年11月  横浜市衛生検査所設置 

地方自治法改正による県から市への食品衛生法検査業務移譲に伴い、県衛生研究所の一部を借用して

検査業務を開始 

 

昭和34年 3月  横浜市衛生研究所設置 

広く公衆衛生上の諸問題に対応するため、旧南保健所庁舎（南区中村町二丁目102番地）を改修して移転

し、横浜市衛生研究所（事務室、細菌課、化学課）に改称 

 

昭和43年 4月  磯子区滝頭に新築・移転 

経済成長に伴い発生した様々な公害問題や、ウイルス感染症、食品衛生などの公衆衛生に関する調査研

究等に対応するため、昭和39年2月に設置した「横浜市衛生研究所新築及び運営対策協議会」による「高度

の技術水準とこれに見合うべき施設、人員を必要とする衛生研究所を新築すべき」との結論に基づき、高度な

施設設備・試験検査機器と技術を有する研究機関として、昭和43年新築・移転 

 

昭和46年 6月  公害対策局公害センター併設 

公害対策局設置に伴い、当衛生研究所に公害センターが併設され、新設の環境衛生課が業務を担当した。    

昭和51年４月の公害関係業務の公害研究所（現環境科学研究所）移管に伴い、公害センターを廃止 

 

昭和56年11月  別館実験棟しゅん工 

昭和51年9月の地方衛生研究所強化についての厚生省（現厚生労働省）事務次官通知に基づき、衛生研

究所の試験研究体制を一層強化するために、新実験棟を増築し、昭和56年11月にしゅん工 

 

平成10年 5月  機能強化に対応した機構改革 

少子高齢化、高度情報化、国際化の進展などの社会情勢の変化に対応して、試験検査機能、調査研究機

能、研修指導機能、公衆衛生情報の収集・解析・提供機能などの拡充を図るため、管理課、企画調整担当、

感染症・疫学情報課、検査研究課に改組 

 

平成16年 4月  企画調整担当改め機能強化担当へ 

衛生研究所のあり方・機能強化の課題整理を進めるため、企画調整担当を機能強化担当に変更 

 

平成26年12月  金沢区富岡東に新築・移転 

施設の老朽化や狭あい化、耐震性の問題から、平成19年に設置した「調査研究・試験検査機関のあり方検

討会」より、「高まる健康危機管理のニーズに対し、これまで以上に迅速で的確な対応を行うため、人材育成、

関係機関との連携強化、施設整備などを図る必要がある。」との提言を受け、平成26年12月新築・移転 

 

平成27年 4月  検査部門における機構改革 

衛生研究所の検査体制を強化し課題整理を進めるため、検査研究課を微生物検査研究課、理化学検査

研究課の2課体制に改組 

 

平成28年 4月  管理課に精度管理・企画担当を設置 

食品検査の信頼性確保の向上と調査研究・研修指導の充実による機能強化を図るため、管理課に精度管

理・企画担当課長を配置した。また、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規則」

の一部改正を受けて、病原体等検査の信頼性を確保するための実施体制等を整備 


